
※必要な数量を確実に確保することから、申し込み期限の厳守をお願いいたします。

タチアオバ
 495円/kg(予定）

20kg
（Ｒ５年実績 495円/kg）

◆ 購 入 先 ( 予 定 ) ： 株式会社境田（鹿屋市吾平町）

◆ そ の 他 ： 振込手数料が別途加算されます。正確な代金は、

令和６年４月下旬頃に申込者へお知らせします。

◆ 申 し 込 み 期 限 ： 令和６年１月15日（月）

◆ 販 売 予 定 種 子 品種名 販売単価（税込） 最小注文単位

　経営所得安定対策事業等により飼料用稲を作付される方は、１月15日まで
に農林課農政係までご連絡ください。
※飼料用稲（ＷＣＳ用）とは種子が完熟する前に稲を刈り取り、穂と茎葉を丸ごと
サイレージ（発酵）化するホールクロップサイレージ用の稲です。

●　内　容

・令和6年作付 飼料用稲の種子購入申込について

・「農業物価高騰対策支援事業補助金」
申請の受付が始まります！

・「配合飼料価格高騰対策事業補助金」のお知らせ

・植物検疫について

・高病原性鳥インフルエンザ対策について

・森林を所有されている皆さまへ

《令和６年４月から相続登記の申請が義務化されます》

・

・

令和6年作付 飼料用稲の種子購入申込について

垂 水 市 農 林 技 術 協 会 だ よ り

第10号：令和６年１月４日発行
発 行 ・ 事 務 局 ： 垂水市農林課

問 合 せ 先 ： 32-1224（直通）

回覧

農林技術協会だよりは市のホーム

ページでも掲載しています →

【友だち登録お願いします】

垂水市公式ＬＩＮＥ

アカウントはこちら →
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「農業物価高騰対策支援事業補助金」
申請の受付が始まります！

「配合飼料価格高騰対策事業補助金」のお知らせ

　配合飼料価格の高騰による畜産経営に及ぼす負担を緩和するため、配合飼料価格
安定制度に加入している畜産経営体に対して、生産者積立金の一部を助成いた
します。

【対象者】
下記の項目をすべて満たす畜産経営体（法人含む）
 （１）市内に住所を有すること
 （法人にあっては、市内に事業所又は営業所を有すること）
 （２）市税等の滞納がないこと
 （３）市内に経営する畜舎があること
 （４）配合飼料価格安定制度に加入していること
【対象経費】
　・配合飼料安定基金の令和５年度積立額
【補助額】
　・補助対象経費の６分の１以内（上限額100万円）
【必要書類等】
　・基金の契約書の写し及び基金の積立額の支払いを証明できる書類
※本事業の申請につきましては、垂水市農林課にご相談ください。

農林業資材等の価格高騰に伴い、農林業の経営に多大な影響を受けている

市内の事業者の負担を軽減し、経営安定を図るため、事業継続に必要な資材

等の購入費用を支援します。

【交付要件】

下記の全ての項目に該当する農林業者（法人を含む）

（１）垂水市に住所を有していること

（法人にあっては、市内に事業所又は営業所を有すること）

（２）市税等の滞納がないこと

（３）令和４年分の販売金額（売上）が50万円以上

（法人の場合は、最新事業年度の販売金額が50万円以上）

【交付金額】

・５万円

【必要書類等】

・農林業資材等の領収書（総額5万円以上）

・通帳のコピー

・印鑑

【申請期間】

・令和６年１月４日（木曜日）から３月１５日（金曜日）まで

※本事業の申請につきましては、垂水市農林課にご相談ください。
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植物検疫について
　重要病害虫の侵入を防止するため、沖縄県や奄美大島、トカラ列島等の一部
地域からサツマイモやエンサイ、かんきつ等の植物の持ち出しが禁止されてい
ます。病害虫のまん延防止にご協力お願いします。

高病原性鳥インフルエンザ対策について

■高病原性鳥インフルエンザの対策は万全ですか？
　「飼養衛生管理基準」のポイントを参考に防疫対策をお願いします。

■次のような症状が現れますので観察をお願いします。

★症状を確認したときは？
直ちに肝属家畜保健衛生所（☎0994-43-2515）に連絡してください。

ご協力をお願い

します！
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森林が所在する地域を管轄する都道府県の出先機関や市町村の林務担当部局、森林組合等に
ご相談ください。

Ｑ１　相続登記の義務化とは、どういう内容ですか？

相続人は、不動産を相続で取得したことを知った日から３年以内に、相続登記をすることが
法律上の義務になり、法務局に申請する必要があります。
※正当な理由がないのに相続登記をしない場合、10万円以下の過料が科される可能性があ
ります。

Ｑ２　義務化が始まるのは、いつからですか？
　　　義務化前に相続した不動産も対象ですか？

「相続登記の義務化」は、令和６年４月１日から始まります。
令和６年４月１日より前に相続した不動産も、相続登記がされていないものは、義務化の対
象になります（令和９年３月３１日までに申請する必要があります。）ので、要注意です。

Ｑ３　不動産を相続した場合、どう対応すればいいですか？
　　　相続人が多数いて、早期の遺産分割が難しいのですが。

相続人の間で早めに遺産分割の話し合いを行い、不動産を取得した場合には、その結果に基
づいて法務局に、相続登記をする必要があります。
早期の遺産分割が難しい場合には、「相続人申告登記※」という簡便な手続を法務局でとる
ことによって、義務を果たすこともできます。
※相続人申告手続は、戸籍などを提出して、自分が相続人の１人であることを申告する、簡
易な手続です。

Ｑ４　相続登記については、どこに相談すればよいですか？

お近くの法務局（予約制の手続案内を実施中）や、登記の専門家である司法書士・司法書士
会等にご相談ください。
　▶鹿児島地方法務局 鹿屋支局（0994-43-6790）

Ｑ５　自分の森林がどこにあるのか分からないのですが。

森林が所在する（と思われる）地域を管轄する市町村の林務担当部局等にご相談ください。

Ｑ６　森林を今後どのように管理したら良いか分からないです。

森林を所有されている皆さまへ
《 令和６年４月１日から相続登記の申請が義務化されます 》
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